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環境省関係浄化槽法施行規則の一部改正について（通知） 

 

 「浄化槽法施行状況点検検討会報告書」（令和６年 11 月公表）において、単独

処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換に向けて特定既存単独処理浄化槽に対す

る措置を促進するため、「指定検査機関や都道府県等に対し、11 条検査結果報告

書に特定既存単独処理浄化槽に該当するおそれの有無を明記することを統一ル

ール化し、環境省関係浄化槽法施行規則に定める」ことが今後の対応方針として

示されたところである。 

以上を踏まえ、環境省関係浄化槽法施行規則の一部を改正する省令（令和７年

環境省令 10 号）が令和７年３月 28 日に公布され、令和７年４月１日より施行

される。これにより、浄化槽法第 11 条第２項において準用する法第７条第２項

の規定による報告事項について、「特定既存単独処理浄化槽に該当するおそれの

有無」が新たに追加されることから、貴職におかれては、下記の事項に留意して、

その運用に遺憾なきを期されたい。 

 なお、県下の指定検査機関に対しては、貴職より周知徹底されたい。 

 

 

記 

 

 指定検査機関が、浄化槽法第 11 条第２項において準用する同法第７条第２項

に基づき定期検査の報告を都道府県知事に行うに当たり、環境省関係浄化槽法

施行規則第９条の２第７号が定める特定既存単独処理浄化槽に該当するおそれ

の有無を判断する際には、「特定既存単独処理浄化槽に対する措置に関する指針」

（令和２年３月２日環循適発第 2003027 号環境大臣決定。令和７年３月 31 日環

循適発第 2503315 号改定）を参考にされたい。 


